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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は次の3点である。まず、1点目に、産業看護職による地域保健との連携
におけるコンピテンシーを明確化した。4つの下位尺度ごとの連携コンピテンシーモデルの構造分析を行い、仮
説モデルにデータが合致することを確認できた。2点目に、産業看護職の地域保健との連携に関するコンピテン
シー向上に向けた教育プログラムおよび、「産業看護職のための地域保健との連携マニュアル」を作成した。3
点目に、産業看護職を対象とした地域保健との連携推進研修会を実施し、その効果検証により、連携の必要性が
認識され、日頃の産業保健活動において、まず何から取り組めば良いか具体的に考える機会となることが示唆さ
れた。

研究成果の概要（英文）：The results of the study are as follows. First, we clarified the 
competencies of occupational health nurses engaged in public health collaborations. A structural 
analysis of the collaborative competency model for each of the four subscales confirmed that the 
data matched the hypothetical model. Second, we developed an educational program to improve the 
competency of occupational health nurses for engaging in public health collaborations, along with an
 “Occupational Health Nursing Manual for Public Health Collaborations.” Third, it was suggested 
that holding an occupational health nursing workshop focused on promoting public health 
collaborations and validating its effects would lead to an awareness of the necessity of such 
collaborations, and would also represent an opportunity for thinking in specific terms about how 
best to begin to engage in the context of routine occupational health activities.

研究分野： 公衆衛生看護学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
地域保健と連携する際の産業看護職のコンピテンシーを明確化できたことは学術的意義が大きい。
また、地域・職域連携の必要性や具体的な方策について産業看護職が理解し、その技術を身に付けるための教育
プログラムと教育ツールを開発できたこと、さらに、その研究成果を基に研修会を開催し、既に約200名の看護
職等に周知できており、実践者に役立つ研究成果が得られたと考える。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、職域（産業）保健では、特に過重労働、メンタルヘルスに関する問題が深刻となって

おり、「過重労働による健康障害防止のための総合対策について」、「労働者の心の健康の保持増
進のための指針」等に基づき各企業ごとに過重労働対策、メンタルヘルス対策に取り組む必要
性が生じている。しかし、中小規模事業場の場合、それらの対策に対するニーズは高いものの、
資金不足や専門的知識を有するスタッフの不足等により、対策が立ち遅れている現状が見受け
られる（尾久ら、2008）。また、大規模事業場においても、高齢者の介護や育児面における不
安から心身の不調をきたし、健康的に働けない従業員が増えていることが考えられ（三橋ら、
2007）、従業員の家族を巻き込むような新たな解決策を見出す必要性が考えられる。さらに、
2010 年 9 月、厚生労働省は、自殺やうつ病での失業などによる 09 年の経済的損失額が推計で
約 2.7 兆円に上るとする調査結果を発表しており、メンタルヘルスの問題は国家的なレベルで
ある。また、この数字の背景には、個々の家族単位で休職・退職に伴う生活基盤や家族関係の
崩壊など、個人生活を送る上での深刻な問題が生じており、職域保健分野だけでなく、地域全
体の課題として捉え、国民全体への継続的な健康支援を展開する必要がある。そのためには、
地域保健、職域保健がこれまでに蓄積してきた方策を互いに提供し合い、地域保健と職域保健
が連携（以下、「地域・職域連携」）した対策を講じることが不可欠である。また、働く世代の
健康度が向上すれば、家族の健康度も向上し、中小規模事業場も含めてメンタルヘルス対策が
充実すれば自殺者の軽減が期待できることから、地域保健が抱える健康課題の解決にも繋がる
ことが考えられる。 

 
２．研究の目的 
(1)産業看護職による地域保健との連携におけるコンピテンシーの明確化 
産業看護職による地域保健との連携は、未だ実践例が少ないため、前研究において質的に分

析した結果を用いて、全国規模の質問紙調査を実施し、そのコンピテンシーを明らかにする。 
 

(2)産業看護職の地域保健との連携に関するコンピテンシー向上に向けた教育プログラムおよ 
び教育ツールの開発 
今後、産業看護職の立場からも地域保健との連携を推進出来るよう、そのコンピテンシー向

上のための教育プログラム・教育ツールを開発する。 
 

(3）産業看護職を対象とした地域保健との連携推進研修会の実施、その効果検証 
産業看護職を対象とした地域保健との連携推進研修会を複数回開催し、その効果を検証する。 

 
３．研究方法 
（1）（社）日本産業衛生学会の会員である産業看護職 2574 名を対象として、自記式質問紙調査
を実施した。調査実施にあたっては東海大学健康科学部倫理委員会の承認を得た。地域保健と
の連携コンピテンシーについては、質的内容分析によって抽出した 4 つの下位尺度、合計 59
の連携コンピテンシー項目を用いた。「日頃の取り組み」に関する連携コンピテンシー（14 項
目）、「連携の実践」に関する連携コンピテンシー（24項目）、「組織の理解を得るための取り組
み」に関する連携コンピテンシー（9項目）は、「全く経験無し」、「あまり経験無し」、「時々経
験有り」、「頻繁に経験有り」の 4件法で尋ねた。「連携の基盤となる意識・姿勢・考え方」に関
する連携コンピテンシー（12 項目）は、「全くあてはまらない」、「2割くらいあてはまる」、「4
割くらいあてはまる」、「6割くらいあてはまる」、「8割くらいあてはまる」、「ほぼ 10割あては
まる」の 6件法で尋ねた。 
また、4 つの下位尺度ごとの連携コンピテンシーモデルの構造分析（項目分析・確認的因子

分析）を行い、4つの下位尺度からなる仮説モデルにデータが合致するかを検討した。さらに、
4 つの連携コンピテンシーモデルをひとまとまりとして全体構造のモデルが構成されるかを検
討するために共分散構造分析を実施した。統計解析ソフトは、IBM 社 SPSS Amos Ver.25.0 を使
用した。 
 
（2）前研究における個別インタビュー調査時の対象者である産業看護職および、自治体保健師
など、地域・職域連携の実践者等の協力を得て、産業看護職のための地域保健との連携マニュ
アルの構成や内容（連携の実践事例の掲載を含め）を検討を重ね作成した。 
 
（3）大手企業、各地域の産業保健総合支援センター、自主的な産業看護研究会等、8か所にお
いて研修会を開催し講師を務めた。研修会においては、マニュアルを使用し、研修会半年後の
質問紙調査まで実施できた 2か所について効果検証を行った。効果検証の対象は、2018 年 1～2
月、K県内において研修会を開催し、産業看護職 30名であり、研修会前後および、半年後に自
記式質問紙調査を実施・回収した。調査内容は対象者の属性や地域保健との連携に関する認識、
連携経験の有無、参考になった研修内容等である。基本統計量を算出し、連携の必要性の認識
とその理由については研修会前後における割合の比較を行った（χ²検定）。統計解析ソフトは、
SPSS (Ver.25.0)を使用し有意水準を 5％とした。東海大学健康科学部倫理委員会の承認を得て
実施した。 
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４．研究成果 
(1)産業看護職による地域保健との連携におけるコンピテンシーを明確化した。次に示す連携コ
ンピテンシーモデルの構造分析の前に各コンピテンシー毎の経験の保有状況を確認した（紙面
の都合上、2つの連携コンピテンシーについてその結果を示す（表 1・2）。 
また、4 つの下位尺度ごとの連携コンピテンシーモデルの構造分析を実施した結果、仮説モデ
ルにデータが合致することを確認した。また、各モデルの Cronbach’sα係数も確認し、内的
整合性が確認された。さらに、連携コンピテンシーの全体構造モデルについて分析した結果、
適合度指数として GFI=0.849、AGFI=0.824、RMSEA=0.040、CFI=0.936、AIC=1055.686 が得られ
た。4 つの連携コンピテンシーからそれぞれの観測変数への標準化係数は、V903 が 0.35、V1018
が 0.36 とやや低値を示したが、それ以外の標準化係数については 0.40～0.79 であった。また、
Cronbach’sα係数は、0.921 であり、内的整合性が確認された。 
 

表 1 「日頃の取り組み」に関する連携コンピテンシーの経験割合 
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表 2  「組織の理解を得るための取り組み」に関する連携コンピテンシーの経験割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(2)産業看護職の地域保健との連携に関するコンピテンシー向上に向けた教育プログラムおよ 
び教育ツールを開発した。 
 全 53 ページからなる「産業看護職のための地域保健との連携マニュアル」(以下、「マニュア
ル」と示す)を開発した。また、次の内容からなる産業看護職の地域保健との連携に関するコン
ピテンシー向上のための教育プログラムを開発した。所要時間は約 2時間である。 
 
①実践活動における「地域保健との連携」とは何か？ 
②グループワーク A 「皆さんの思いやご経験は！？」 
③働く人の健康労働の危機 
④地域・職域連携の必要性 
⑤連携の経験談を聞いてみよう！（実践者からの事例提供） 
⑥その他の連携事例のご紹介（マニュアル掲載事例から） 
⑦グループワーク B 「まず、何から始められそう！？」 
⑧マニュアルの活用方法 
⑨連携の基盤となる産業看護職の意識・姿勢・考え方とは？ 
 
（3）産業看護職を対象とした地域保健との連携推進研修会を実施し、その効果検証を行った。 
回収数は研修会前調査 30名（回収率 100％）、後調査 29 名（回収率 96.7％）、半年後 15名（回

収率 50.0％）であった。対象者の年齢は 50代が最も多く（40.0％）、産業看護職としての通算
平均経験年数は 11 年 5 ヶ月、行政保健師の経験がある者は 5名（16.7％）、連携経験者は 9名
（30％）であった（表 3）。最も参考になった研修内容は、グループワーク②の「まずは何から
始めると良いか考える」であった（表 4）。また、マニュアルを用いた研修会実施により、地域
保健との連携の必要性の認識が高まることが明らかになった（表 5）。研修会への参加後、半年
の間で約 7 割が地域保健との連携について、上司・同僚と話し合った経験を得ており、3 割が
連携を実施していることもわかった。地域保健との連携において困難と感じる内容について、
「地域保健のどこに連絡して良いのか相談窓口等の判断が付かない」、「どのような方法で連携
を進めたら良いのかイメージできていない」など、単純な不明点やイメージ不足を挙げる者が
有意に減っていることもわかった。これらの結果から、本研修会が産業看護職による連携推進
に有効である可能性が考えられた。本マニュアルや研修会の内容を参考として、今後、産業看
護職の現任教育等において地域保健との連携に関する内容を加えていく必要性が示唆された。 
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表 3 対象者の基本属性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
表 4 最も参考になった研修内容（2つまで選択可） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
表 5 地域保健との連携の必要性に関する認識の変化 
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